
【 別表１ 】

棟

①用途 構造 床面積 ㎡ 築年数 年

②用途 構造 床面積 ㎡ 築年数 年

③用途 構造 床面積 ㎡ 築年数 年

合計床面積 ㎡

□十分　　  □不十分 ⇒

ｍ

□4m以上 □4m未満 ⇒

□無 □有　　　 ⇒

□少ない □多い　　⇒　　　

□無 □有　　　 ⇒

□無 □有　　　 ⇒

□無 □有　　　 ⇒

□無　　　　 □有 　　　⇓

□無 □有　　　 ⇒

確認方法　　

□無 □有　　　 ⇒

□無 □有　　　 ⇒

□無 □有　　　 ⇒

□無 □有　　　 ⇒

□無　　　　 □有 　　　⇒

□無　　　　 □有 　　　⇒

□無　　　　 □有 　　　⇒

□無　　　　 □有 　　　⇒

□無　　　　 □有 　　　⇒

□欄のうち、該当箇所を「■」に変換すること。

※建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第10条第2項の規定よる届出（変更の届出）の場合は、該当箇所を記入し提出すること。

様式第１号

建築物に係る解体工事

分別解体等の計画等

対象建築物の
棟数

　※下記に詳細を記入（１棟⇒①　２棟⇒②　３棟⇒③）

周辺状況 周辺施設等　　　　　　　　□住宅　　  　□商業施設　　　  □学校　　  　□病院　　　  □その他（　　　　　　　　　）

建築物に関する調査の結果等 工事着手前に計画する 措置の内容

作業スペース　　      　　

敷地境界との最短距離

幅員　　　　 

通学路に該当　　　　　　

交通量　　　

作業者の安全対策

近隣住民への配慮

残存物品（　　　　　　　　　　　　　　）

特定建設資材への付着物

①石綿及び石綿含有吹付け材

□設計図書　　　□分析調査　　　□含有みなし

②その他の付着物（　　　　　　　　　　　）

フロン類使用機器（　　　　　　　　　　）

石綿含有建材（　　　 　　　　 　 　　　）

PCB含有物（　　　　　　　　　　　　　　）

解体工事

工程 作業内容 分別解体等の方法

建築設備･内装材等の取り外し □　手作業

□　手作業・機械作業の併用

※原則手作業 併用の場合の理由（　　　　　　　                　　　　　　　）

屋根ふき材の取り外し　   □　手作業

□　手作業・機械作業の併用

※原則手作業 併用の場合の理由（　　　　　　　                　　　　　　　）

上部構造部分・外装材の取り壊し □　手作業

□　手作業・機械作業の併用

基礎・基礎ぐいの取り壊し　 □　手作業

□　手作業・機械作業の併用
⑤その他 その他の取り壊し　 □　手作業
（　　　　　　　　　　　　　　） □　手作業・機械作業の併用

□上の工程における　①→②→③→④→⑤　の順序

□その他　　（　　　　　　　          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

   その他の場合の理由　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　　　　）

①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

　　□可　　　　　□不可

        不可の場合の理由　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建築物に用いられた廃棄物発生見込量
全体の数量を記入⇒ トン

種類 廃棄物量の見込み 発生が見込まれる部分 凡例

建築物に関す
る調査等の結
果

建築物の状況

作業場所 【記載例】
　□作業手順検討によるスペース確保
　□隣接地の使用承諾
　□道路使用許可・道路占用許可取得
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

搬出経路
（搬出する前面道
路等）

【記載例】
　□運搬車両の小型化による搬出
　□道路使用許可・道路占用許可取得
　□作業員による安全確認の徹底
　□交通誘導員の配置
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

作業者の安全対
策及び近隣住民
への配慮

　□足場の設置　　※配置図に記載
　□近隣への挨拶・案内周知
　□仮囲いの設置　　※配置図に記載
　□防塵シート・散水等の粉塵対策
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

残存物品 　□工事着手までに搬出予定
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

特定建設資材へ
の付着物
（建築リサイクル
法で事前除去が
義務付けされて
いる付着物）

【記載例】
　□付着部除去の上、解体実施
　□関係法令に基づき適正処理の実施
　□周辺住民への周知等の近隣対策
　□諸官庁届出済
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他調査
（有害物質等）

【記載例】
　□フロン類事前回収予定
　□関係法令に準じて適正に処理

①建築設備・内装等

②屋根

③上部構造部分
　 外装

④基礎・基礎ぐい

工事の手順

内装材に木材が含まれる場
合

□コンクリート塊

トン
　□①　□②　□③　□④　□⑤ ①建築設備・内装材等

②屋根ふき材
③上部構造部分・外装材
④基礎・基礎ぐい
⑤その他

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

トン
　□①　□②　□③　□④　□⑤

□建設発生木材

トン
　□①　□②　□③　□④　□⑤

備考

建築物に関す
る調査の結果
及び工事着手
前に計画する
措置の内容

工程ごとの作
業内容・解体
方法・手順

特定建設資材
廃棄物の種類
ごとの見込量



【 別表２ 】

棟

①用途 構造 床面積 ㎡ 階数

②用途 構造 床面積 ㎡ 階数

③用途 構造 床面積 ㎡ 階数

合計床面積 0 ㎡

□不十分 ⇒

ｍ

□4m未満 ⇒

□有　　　 ⇒

□多い　　⇒　　　

□有　　　 ⇒

□有　　　 ⇒

□有 　　　⇓

□有　　　 ⇒

□有　　　 ⇒

工程

⑥その他

（　　　　　　　　）

□欄のうち、該当箇所を「■」に変換すること。

※建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第10条第2項の規定よる届出（変更の届出）の場合は、該当箇所を記入し提出すること。

様式第１号

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）

分別解体等の計画等

工事の種類
 □新築工事　　　　□増築工事　　　　□修繕工事　　　□模様替工事

対象建築物の
棟数 　※下記に詳細を記入（１棟⇒①　２棟⇒②　３棟⇒③）

周辺状況
周辺施設等　　 　 　　　　　　　　□住宅　　  　□商業施設　　　  □学校　　  　□病院　　　  □その他（　　　　　　　　　）

作業スペース　　      　　 □十分　　  

敷地境界との最短距離

幅員　　　　 □4m以上

通学路に該当　　　　　　 □無

交通量　　　 □少ない

作業者の安全対策 □無

近隣住民への配慮 □無

特定建設資材への付着物 □無　　　　 

①石綿及び石綿含有吹付け材 □無

確認方法　　□設計図書　　　□分析調査　　　□含有みなし

②その他の付着物（　　　　　　 　　　　　） □無

新築・増築工事 修繕・模様替工事

工程 作業内容 作業内容

造成等の工事 □有　　　□無　　

基礎･基礎杭工事 □有　　　□無　　

上部構造部分 □有　　　□無　　 上部構造部分 □有　　　□無　　

外装工事 外装工事

屋根の工事 □有　　　□無　　 屋根の工事 □有　　　□無　　

建築設備 □有　　　□無　　 建築設備 □有　　　□無　　

内装等工事 内装等工事 

⑥その他 その他の工事 □有　　　□無　　 その他の工事 □有　　　□無　　

（　　　　　　　　）

廃棄物量の見込み （注）

①新築・増築工事 ②修繕・模様替え工事

（注）使用量ではなく、端材等の廃棄物を示す。

建築物等の状況

建築物に関する調査の結果等 工事着手前に計画する 措置の内容

作業場所 【記載例】
　□作業手順検討によるスペース確保
　□隣接地の使用承諾
　□道路使用許可・道路占用許可取得
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

搬出経路
（搬出する前面道
路等）

【記載例】
　□運搬車両の小型化による搬出
　□道路使用許可・道路占用許可取得
　□作業員による安全確認の徹底
　□交通誘導員の配置
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

作業者の安全対
策及び近隣住民
への配慮

　□足場の設置　　※配置図に記載
　□近隣への挨拶・案内周知
　□仮囲いの設置　　※配置図に記載
　□防塵シート・散水等の粉塵対策
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

特定建設資材へ
の付着物

（※修繕・模様替え工
事のみ記載）

【記載例】
　□付着部除去の上、解体実施
　□関係法令に基づき適正処理の実施
　□周辺住民への周知等の近隣対策
　□諸官庁届出済
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

①造成等

- -
②基礎・基礎ぐい

③上部構造部分
　 外装

③上部構造部分
　　外装

④屋根 ④屋根

⑤建築設備
　 内装等

⑤建築設備
　 内装等

種類 発生が見込まれる部分 凡例

□コンクリート塊

トン トン
  □①　□②　□③　□④　□⑤　□⑥ ①造成等

②基礎・基礎ぐい
③上部構造部分・外装
④屋根
⑤建築設備・内装等
⑥その他

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

トン トン
  □①　□②　□③　□④　□⑤　□⑥

□建設発生木材

トン トン
  □①　□②　□③　□④　□⑤　□⑥

備考

建築物に関す
る調査等の結
果

建築物等に関
する調査の結
果及び工事着
手前に計画す
る措置の内容

工程ごとの
作業内容

特定建設資材
廃棄物の種類
ごとの見込量



【 別表３ 】

□十分　　  □不十分 ⇒

ｍ

□4m以上 □4m未満 ⇒

□無 □有　　　 ⇒

□少ない □多い　　⇒　　　

□無 □有　　　 ⇒

□無 □有　　　 ⇒

□無　　　　 □有 　　　⇓

□無 □有　　　 ⇒

□無 □有　　　 ⇒

工程

①土工 土工事

□無　　　　 □有 　　　⇒

②基礎

□無　　　　 □有 　　　⇒

③本体構造

□無　　　　 □有 　　　⇒

□無　　　　 □有 　　　⇒

②解体工事

□欄のうち、該当箇所を「■」に変換すること。

※建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第10条第2項の規定よる届出（変更の届出）の場合は、該当箇所を記入し提出すること。

様式第１号

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等

 □工作物等の新設　　　□工作物等の解体　　　□工作物等の維持修繕

 □電気　　　□上下水道　　　□ガス　　　□鉄道　　　□電話　　　□外構　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

工作物の種類
 □舗装　　　□擁壁・ブロック積　　　□側溝等　　　□電信柱　　　□橋脚　　　□鉄塔　　　□その他（　　　　　　　　　）

周辺状況
 □住宅　　　□商業施設　　　□学校　　　□病院　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

作業スペース　　      　　

敷地境界との最短距離

幅員　　　　 

通学路に該当　　　　　　

交通量　　　

作業者の安全対策

近隣住民への配慮

特定建設資材への付着物

①石綿及び石綿含有吹付け材

確認方法　　 □設計図書　　　□分析調査　　　□含有みなし

②その他の付着物（　　　　　　　　　　　）

新築・維持修繕工事 解体工事

工程 作業内容 作業内容 分別解体等の方法

土工事 □　手作業

　　　□有 　□無 □　手作業・機械作業の併用

基礎工事 基礎解体工事 □　手作業

　　　□有 　□無 □　手作業・機械作業の併用

本体構造の工事 本体構造の解体工事 □　手作業

　　　□有 　□無 □　手作業・機械作業の併用

本体付属品の工事 本体付属品の解体工事 □　手作業

　　　□有 　□無 □　手作業・機械作業の併用

□上の工程における　④→③→②→①　の順序　　　　　

□その他　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　　　　）

　 その他の場合の理由　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　　　　）

　　　　　　

全体の数量を記入⇒

廃棄物量の見込み （注）

①新築・維持修繕工事

（注）使用量ではなく、端材等の廃棄物を示す。

工作物に関す
る調査等の結
果

工事の種類

建築物に関する調査の結果等 工事着手前に計画する 措置の内容

作業場所 【記載例】
　□作業手順検討によるスペース確保
　□隣接地の使用承諾
　□道路使用許可・道路占用許可取得
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

搬出経路
（搬出する前面道
路等）

【記載例】
　□運搬車両の小型化による搬出
　□道路使用許可・道路占用許可取得
　□作業員による安全確認の徹底
　□交通誘導員の配置
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

作業者の安全対
策及び近隣住民
への配慮

　□足場の設置　　※配置図に記載
　□近隣への挨拶・案内周知
　□仮囲いの設置　　※配置図に記載
　□防塵シート・散水等の粉塵対策
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

特定建設資材へ
の付着物

（※解体・維持修繕
工事のみ記載）

【記載例】
　□付着部除去の上、解体実施
　□関係法令に基づき適正処理の実施
　□周辺住民への周知等の近隣対策
　□諸官庁届出済
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

①土工

②基礎

③本体構造

④本体付属品 ④本体付属品

工事の手順
（※解体工事のみ記載）

工作物等に用いられた廃棄物発生見込量
（※解体工事のみ記載）

トン

種類 発生が見込まれる部分 凡例

□コンクリート塊

トン トン
  □①　□②　□③　□④

①土工
②基礎
③本体構造
④本体付属品

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

トン トン
  □①　□②　□③　□④

□建設発生木材

トン トン
  □①　□②　□③　□④

備考

工作物等に関
する調査の結
果及び工事着
手前に計画す
る措置の内容

工程ごとの作
業内容・解体
方法・手順

特定建設資材
廃棄物の種類
ごとの見込量


